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なる 2025 年にむけて 1420 万人（2010 年）から 2178 万人へと大幅に増加するときは、有
病率、介護利用率の大幅な拡大に対して健康寿命を伸ばすことで医療財源の壁も克服する
ことができないかどうか、および年間死亡者数が 100 万人から 160 万人に増加することに
着眼したとき、病院病床数の拡大が見込めないとすれば、在宅における看取りが出来るよ
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りの状態である。本研究における調査 5）によれば、調査対象 152 病院に対して回答 72 病






［2009］は、平均 50 世帯程度をカバーする近隣域、同じく 300～500 世帯程度の町内圏
域、2000～5000 世帯程度の校区圏域、そして市町村圏域などと区分しているが、当研究
では中学校 3～4 校の範囲をコミュニティ単位として示すものとする 6）。 











































病院だが、北海道から九州までの全国調査であること、そして、第 1 回目が 2006 年末か





































それを目指した都市政策のことである。国土交通省は 1998 年制定のまちづくり 3 法のう
ち都市計画法、中心市街地活性化法を改正した。 

















5）第 1 回アンケート＝調査日時：2006 年 12 月～2007 年 1 月、調査対象：全国の病床規
模 200～400 床程度を中心とした保健・医療・福祉の複合事業体を形成する民間病院 78
施設、第 2 回アンケート＝調査日時：2010 年 3 月～7 月、調査対象：第１回と同じく 80
施設、質問事項：経営理念、地域医療の物理的範囲と人口規模、地域に対する、マーケテ
ィング行動やコミュニティ再生行動などで回答数は第 1 回 30 施設と第 2 回 42 施設の合
計 72 施設 
6）地域包括支援センターは、介護保険法にもとづき、2006 年度から市区町村に設置。高
齢者が住み慣れた地域で生活を続けられるように介護・保険医療・福祉の幅広い相談に応
じ、助言や支援を行う総合相談窓口。2012 年 4 月現在 4328 ヵ所。人口 2～3 万人に 1 ヶ
所ずつ設置するもので、2009 年の地域包括ケア研究会報告書では、「おおむね 30 分以内
に駆け付けられる圏域」において「医療・介護等の様々なサービスが適切に提供できる」





























































































































































































に障害者が対象となるＡＤＬ（Activities of Daily Living）の測定だけではとらえられな
い、高次の生活能力を評価する多次元尺度を指標化した。各質問項目の因子所属は、項目
1～5 の 5 つが「手段的自立」（「バス、電車を使って 1 人で外出できる」「日用品の買い物
ができる」「自分で食事の用意ができる」「請求書の支払いができる」「預貯金の出し入れ
が自分でできる」）、項目 6～9 の 4 つが「知的能動性」（「年金の書類が書ける」「新聞を
読む」や「本を読む」「健康に関する情報に関心をもっている」「新しいことを始めようと




る人たちに比べ、歩行が不自由になるリスクが 4 倍、認知機能が落ちるリスクが 3.5 倍も
ある。認知機能が一定以上下がるリスクも、外出頻度が「1 日に 1 回は外出する」人たち
と比較すると、「2～3 日に 1 回」で 1.6 倍、「週 1 回かそれ以下」は 3.5 倍になった。「週
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 先行研究 今日的課題の取り組みの方向 





A－2： 精神科の地域ケア論 脱施設化の地域移行計画や ACT（Assertive 
Community Treatment＝包括・積極的地域生活 
支援プログラム） 

























































































































































































































































順位としてみれば、1 位＝学校、2 位＝福祉・医療施設、3 位＝自然関係、4 位＝商店街、




























































が地域の人々とどのような手段を用いて地域連携行動をとってきたか、また 2006 年 12 月
から 2007 年 1 月にかけての第 1 回目と 2010 年の第 2 回目による病院の地域づくりアンケ
























視点が必要になってきた。オレゴン・ルールが 1 つの視点である。 
   アメリカオレゴン州では医療提供体制における現実的な基準を設定している。それ
は、医療において「すぐ、いつでも診てもらえる（free and easy accessibility）2）」「質
の高い医療が受けられる（high quality）」「安い医療費（low cost）」という 3 つの要
23 















障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2012 年 1 月推計）」資料によれば、2010 年
の65歳以上の高齢者人口は2949万人（日本の人口総数1億2806万人に対して23.0％）、
うち後期高齢者とされる同年の 75 歳以上人口は 1420 万人（同 11.1％）であったが、2025
年をむかえると、65 歳以上の高齢者人口は 3657 万人（その時の日本の人口総数 1億 2066
万人に対して 30.3％）、うち後期高齢者 75 歳以上人口は 2178 万人（同 18.1％）となる。
つまり、この 15 年間のうちに、日本の人口総数は 740 万人（マイナス 5.8％）だけ減少
するのに対して、65 歳以上の高齢者は 708 万人（プラス 24％）、うち 75 歳以上の後期










万床）、療養病床（24 万床）、介護施設（98 万人分）、居住系サービス（33 万人分）、
在宅サービス（320 万人分）とされるため、これを入院医療の機能分化・強化と連携






































第 3 次医療圏は都道府県ごとに 1 区域として設定されている。医療圏ごとの病床数の
規制や必要な医療機能を有する施設の設置などの対象になる区域は、各都道府県内を
いくつかに分割した第 2 次医療圏である。現在のところ日本全体で約 350 の第 2 次医
療圏が存在しているが、その特色としては次のようなことを指摘できる。 
①日本の総人口を 350 の第 2 次医療圏数で割ると、1 医療圏当たりの平均人口は約 36
万人程度であるが、実際には 1 番人口の多い第 2 次医療圏が大阪市で人口 260 万人、
逆に最も人口の少ない第 2 次医療圏は島嶼で人口 2 万人と、約 130 倍の格差がある。 
②第 3 次医療圏ごとの病院数も、人口 10 万人対比で最も多い地域は高知県で 17.9 病
院、逆に最も少ない地域は神奈川県で 3.8 病院と約 4.5 倍の格差がある 5）。 
③同じく、第 3 次医療圏ごとの病床数は、人口 10 万人対比で最も多い地域は高知県
で 2479 床、逆に最も少ない地域は神奈川県で 813.1 床と約 3 倍の格差がある 5）。 
④同じく、第 3 次医療圏ごとの医師数は、人口 10 万人対比で最も多い地域は徳島県
で 304 人、逆に最も少ない地域は埼玉県で 148.6 人と約 2 倍の格差がある 6）。 
⑤同じく、第 3 次医療圏ごとの看護師数は、人口 10 万人対比で最も多い地域は高知
県で1114.8人、逆に最も少ない地域は埼玉県で 486.9人と約 2.3倍の格差がある 7）。 
日本全体では、急性期医療の診断群別包括払制であるＤＰＣ8）の対象病床は 47 万
4850 床。医療法上は一般病床であるがＤＰＣは選択していない非ＤＰＣ一般病床数
が 44 万 246 床、そして療養病床数が 33 万 3717 床である。一応、急性期医療の病床
数はＤＰＣ対象の 47 万 4850 床となっている。これに対し慢性期医療の病床数は、そ
の他 2 つの病床数を合計して 77 万 3963 床と概観する。精神科を除いた病床数全体に




は 54 におよぶなど急性期病床分布のバラツキが大きい。 
⑦全身麻酔件数全国トップ 10 のＤＰＣ病院は大学が 6、公的が 1、民間系が 3（財団
法人や社会福祉法人など）だが、民間病院のみが全身麻酔年間 800 件を確保してい
る第 2 次医療圏が 10 ある。このような医療圏では、政策医療を民間病院が担うこ
とも多い。大学・民間の中核病院は大都市と地方都市に集中し、過疎地では公的病
院が中核病院を担う。 












では 1 つの公的病院を除いて、いずれも民間病院である。だが、ＰＣＩ実施 200 件
以上の中核病院が所在しない第 2 次医療圏は 160 を数え、45.6％もの医療圏比率と
なり、がんほど高くはないが患者の流出・流入が予想される。それでも、日本はＰ






実施割合が高い。脳外科手術件数の全国トップ 10 病院は大学病院が 4、公的病院 2
に対して民間病院は 4 である。症例の多い民間病院においては、脳神経領域に特化
した医療機関も多い。だが、脳外科手術件数 100 件以上の中核病院が存在しない第
2 次医療圏は 220 を数え 63％もの医療圏比率となる。また、脳血管治療の提供体制
のなかで、術後のリハビリテーションの提供体制では、セラピスト数は西高東低の
状況にある。一般に、脳血管疾患が東北地方に多いといわれているがセラピストは
不足していること、また、人口 10 万人当たり脳外科手術が 50 件以上と多いにも拘
らず、セラピストが 50 人未満と少ない医療圏数は、合わせて 43 である。そのうち












































酬体系上では 1978 年の開放型病院制に始まるものといえる。その 14 年後の 1992 年第





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































次、第 2 次、第 3 次医療圏という考え方が用いられる。第 1 次医療圏とはプライマリケ
アいわば日常診療圏の単位、第 3 次医療圏とは全県下を 1 つの地域ととらえて高次医療
を対象とすることを指し、第 2 次医療圏はその中間に位置し広域医療圏として専門医療
や第 2 次救急医療をも担当しているという概念である。全国に約 350 あまりの第 2 次医
療圏が設定されているが、江戸時代の藩数と同じ医療圏数でその区割りも似ているためか
32 














まず医療圏分布の点では都市型医療圏は全国でざっとみて 100 程度で残り 250 程度
の医療圏に日本の人口の残り半数が居住し、半径 30ｋｍ程度、あるいはそれ以上の地













































































































































































































































本研究では民間病院を対象として、地域連携行動について 2006～2007 年度と 2010 年







同アンケートは第 1 回目を 2006 年 12 月から 2007 年 1 月の間に行った。そして、約


















表 2‐2 アンケートの実施方法 
項目 第 1 回アンケート 第 2 回アンケート 
調査
日時 
2006 年 12 月 ～





民間病院約 78 施設 
全国の 200～400 床
程度を中心とした










30 施 設 （ 回 答 率
38.5％） 







（ただし、第 1 回は第 1 次として 978 施設にアンケート用紙をセミナー開催案内








調査である。従って、回答病院の属性は、第 1 回と第 2 回のアンケートとも同一病院、
もしくは病院運営形態の同類病院である。その詳細は次のとおりである。 
 






病床規模区分 施設数 ％ 全国分布 ％
200床未満 14 19.4 6,085 69.2
200～400床未満 35 48.6 1,875 21.3
400床以上 23 32.0 834 9.5
40 

















「文書にして掲げている」との回答は、第 1 回では 30 施設中 25 施設（83.3％）、第 2
回では 42 施設中 38 施設（90.5％）。病院運営＝地域医療という意識が一段とすすんで
いることを示している。 
地区別施設数 施設数 ％ 全国分布 ％
北海道・東北 7 9.7 1,212 14.0
関東 18 25.0 2,047 23.7
東海北陸 12 16.7 1,327 15.3
関西 18 25.0 1,288 14.9
中四国 5 6.9 1,163 13.4
九州 12 16.7 1,618 18.7
病院機能 施設数 ％ 全国分布 ％
急性期 46 63.9 1,219 16.1
ケアミックス 19 26.4 171 2.3















図 2‐2 地域の面積距離の範囲 
（出典）筆者作成 
 
第 1 回から第 2 回アンケートの変化では「救急範囲診療圏」（9 施設 30％から 6 施設
4.3％へ）、「第 2 次医療圏」（8 施設 26.7％から 17 施設 40.5％へ）が大きく、「市全体」
（4 施設 13.3％から 8 施設 19.0％へ）、「10ｋｍ」（4 施設 13.3％から 3 施設 7％へ）と
続く。これらの区域が中央値で、なかには「県下全体」（2 施設 6.7％から 2 施設 4.8％へ）、
逆に「5ｋｍ」（2 施設 6.7％から 5 施設 11.9％へ）、「2ｋｍ」（1 施設 3.3％から 1 施設 2.4％
へ）とやや診療圏が拡大している。これは人口密集度と診療内容によって左右されよう。 
そこで、人口規模でみた診療圏の範囲についての、第 1 回から第 2 回アンケートの変
化をみると 1 万人以下（0 から 1 施設 2.4％へ）、3 万人以下（0 から 0）、5 万人以下（5
施設 16.7％から 2 施設 4.8％へ）、10 万人以下（6 施設 20.0％から 11 施設 26.2％へ）、
20 万人以下（6 施設 20.0％から 6 施設 14.3％へ）、30 万人以下（5 施設 16.7％から 3 施
設 7.1％へ）、50 万人以下（6 施設 20.0％から 11 施設 26.2％へ）、100 万人以下（2 施設



















































































ハ、その結果、まず 2回のアンケート合計では医療関連 7項目の平均実施率は 52.2％、
福祉関連 6 項目の平均実施率は 14.6％、そして、まちづくり関連 12 項目の平均実
％ ％
1万人以下 0 0.0 1 2.4
3万人以下 0 0.0 0 0.0
5万人以下 5 16.7 2 4.8
10万人以下 6 20.0 11 26.2
20万人以下 6 20.0 6 14.3
30万人以下 5 16.7 3 7.1
50万人以下 6 20.0 11 26.2
100万人以下 2 6.7 4 9.5











福祉複合事業体とも称される病院群において医療関連項目の 4 分の 1 程度の実践
度とはいえ、福祉関連項目とほぼ同数のレベルにまでまちづくり関連項目が肉薄




































ト、2006～7 年調査に対する 2010 年調査で、医療関連の 7 項目のうち実施率が上昇
した項目数は 3 項目、下落した項目数が 3 項目、横バイの項目数が 1 項目。次に
福祉関連の 6 項目のうち実施率が上昇した項目数は 4 項目、下落した項目数は 2











第 1 回目 第 2 回目 
施設数 ％ 施設数 ％ 
1 医 健康講演会 20 66.7 28 66.7 
2 医 産業医 19 63.3 31 73.8 
3 医 院内でのミニ健康教室 14 46.7 24 57.1 
4 医 コミュニティ健康講座 14 46.7 22 52.4 
5 医 ボランティア活動 14 46.7 19 45.2 
6 医 病院祭 14 46.7 13 31.0 
7 医 学校医 13 43.3 18 42.9 
8 まち 院内絵画展 12 40.0 13 31.0 
9 福 介護教室 9 30.0 15 35.7 
10 まち コンサート 8 26.7 19 45.2 
11 福 高齢者生きがいクラブの運営支援 5 16.7 2 4.8 
12 福 食育講座・食育レストラン 4 13.3 8 19.0 
13 まち 地元コミュニティとの連絡協議会 4 13.3 11 26.2 
14 福 介護コールセンター 3 10.0 3 7.1 
15 福 障害者雇用や就労機会の場づくり支援 3 10.0 8 19.0 
16 まち 空き地への老人住宅建設の取り組み 2 6.7 3 7.1 
17 まち 地域評議会 2 6.7 8 19.0 
18 まち 医療福祉系学校運営 2 6.7 6 14.3 
19 まち 空き店舗への医療・福祉サービスの出店 1 3.3 4 9.5 
20 まち 地域交流館 1 3.3 4 9.5 
21 まち 町の防犯安全システムづくりへの参画 1 3.3 0 0.0 
22 まち 隣組連絡制度 0 0.0 3 9.5 
23 まち 行政の都市再生策との共同プロジェク
ト 
0 0.0 7 16.7 
24 福 子育てコールセンター 0 0.0 3 9.5 
































具体的な進展ぶりがうかがえる。本稿の主題となる「地域交流館」は 1 病院から 4
病院へ増加した。 
 




























4 医 コミュニティ健康講座 9 






7 医 健康講演会 8 













て問うと、そのトップ 3 は、1 位が自治体・町内会（29 施設）、2 位が行政（19
施設）、そして 3 位が病院（14 施設）とその意欲を裏付けているとともに、次に
住民一般（9 施設）、ＮＰＯ（8 施設）があげられ協働する相手をも意識している
ことが分かる。3 施設のうちの 1 つは自らが地域コミュニティづくりの主体者と答
えていることには、今後の病院行動の変容が期待される。 
ハ、最後に、自分自身の病院はどう動くのかについて尋ねると、「すでに取り組んで
いる」と「すぐ取り組みたい」が 10 施設ずつ。「やがて取り組みたい」が 16 施設
で、9 割近い病院は地域づくりへの積極的な参画に賛意を示している（「そうは思







けるコミュニティ再生のための 2006・7 年度と 2010 年度の 3 年間の変化はまちづく









数はゼロだったが、第 2 回調査では回答数が 7 施設と急増、そして今後は 11 施設
が取り組みたいと回答している。 
②次に、「地元コミュニティとの連絡協議会」については、第 1 回調査の回答数は 4
だったが、第 2 回調査は 11 と回答し、7 施設が増加している。さらに今後は 11 施
設が実施したいと回答しているので、もし回答どおり実施すれば 22 施設となり、
42 病院の半数をこえるものと予想される。 
③さらに「空き地への老人住宅建設の取り組み」については、第 1 回調査で 2、第 2
回調査では 3 と横バイの回答数だったが、今後については一気に 10 施設が取り組
みたいと回答している。それだけ急務の課題としてとらえ出したと考えられる。 
④同様に「病院を中心とした商店街の形」についても、第 1 回調査ではゼロ、第 2 回
調査でも 2 との少ない回答数だったが、今後についてはやはり 9 施設が取り組みた
いと回答している。まちづくりにおける公共施設や医療施設の集約化の必要性を感
じとるものと予想される。 























































5）厚生労働省医療施設動態調査（平成 24 年 4 月末概数） 
6）厚生労働省平成 22 年（2010 年）医師・歯科医師・薬剤師調査 
7）厚生労働省平成 22 年衛生行政報告例（就業医療関係者）結果 
8）ＤＰＣ（Diagnosis Procedure Combination）とは、日本独自の新しい診断群分類で、
傷病名、年齢、手術・処置等の有無、副傷病の有無など患者ごとの治療行為による組み











































げる。まず第 1 に、熊本市という第 2 次医療圏の空間的な地位特性があげられる。医
療提供体制を空間軸で表わしたのが医療圏であり、第 1 次から第 3 次までの医療圏が
存在する。現実の診療体制は各都道府県ごとに 1 つの医療圏を広範にカバーする第 3
次医療圏ではなくて、地域完結型医療が可能となる第 2 次医療圏を基本の地域単位と
して形成されている。第 2 次医療圏の数は日本全体で 349 圏である。ところが巻末資
料 1 のとおり、2010 年時点の第 2 次医療圏ごとの人口を調べてみると、第 1 位の大阪
51 
市医療圏（人口 261 万 4324 人）と第 349 位の隠岐医療圏（人口 2 万 2077 人）では
人口倍率に 118 倍もの開きがある。これではもし大阪市医療圏の医療提供体制を隠岐
医療圏に移植しようとしても地域規模の違いからも極めて困難であることは明らかで
ある。ちなみに、人口規模からみた第 2 次医療圏分布は、100 万人以上で 27 圏、70
万人以上 100 万人未満で 28 圏、50 万人以上 70 万人未満で 26 圏、30 万人以上 50 万
人未満で 55 圏、10 万人以上 30 万人未満で 123 圏、そして 10 万人未満で 90 圏とい
う構成になっている。上記の人口規模ごと医療圏ゾーンの人口数は、人口 100 万人以
上の医療圏 27 地域合計で 3842 万 9080 人（日本全体に対する構成比 30.2％）、同様に
人口 70 万人以上 100 万人未満の医療圏 28 地域合計で 2213 万 8040 人（同 17.4％）、
人口 50 万人以上 70 万人未満の医療圏 26 地域合計で 1559 万 3748 人（同 12.3％）、
人口 30 万人以上 50 万人未満の医療圏 55 地域合計で 2202 万 845 人（同 17.3％）、人
口 10 万人以上 30 万人未満の医療圏 123 地域合計で 2294 万 9570 人（同 18.0％）、そ
して人口 10 万人未満の医療圏 90 地域合計で 604 万 5162 人（同 4.8％）という分布状
況である。それでは、第 2 次医療圏の人口重心地域を求めると、人口の全国 2 分割点
6358 万 8220 人に近似値となるのが、人口規模第 59 位の熊本市の第 1 位からの累計





位の 174 位の魚沼医療圏か 175 位の別府医療圏を以って日本の標準地域とするには無
理があり、累計人口で医療圏の標準地域を算出した方が妥当であろう。 




表 3‐1 第 2 次医療圏人口規模ゾーニング別合計人口および構成比 
（出典）総務省・厚生労働省統計資料より筆者作成 
 













合計人口（人） 38,429,080 22,138,040 15,593,748 22,020,845 22,949,570 6,045,162 127,176,445
全国
総人口比（％） 30.2 17.4 12.3 17.3 18.0 4.8 100.0
第2次
医療圏数 27 28 26 55 123 90 349
1医療圏当り




ないと評価できる。水俣病の公式確認から 55 年余。水俣病の認定患者は現在 2271 人

































表 3‐2 熊本県の平均寿命順位推移 
 
昭和 40 年 
（1965 年） 
昭和 45 年 
（1970 年） 
平成 7 年 
（1995 年） 
平成 12 年 
（2000 年） 
平成 17 年 
（2005 年） 
男 
平均寿命 67.18 69.06 77.31 78.29 79.22 
全国順位 29 32 3 4 10 
女 
平均寿命 72.60 74.97 84.39 85.30 86.54 
全国順位 29 26 2 4 3 
（出典）厚生労働省統計資料より筆者作成 
 












































































































熊本地域医療センター 地域医療支援病院、急性期特定加算 227 12.1
恩賜財団







































































○熊本機能病院 410 100 あり あり あり あり 40 24 3 0 9 78
○熊本ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院 201 101 あり あり 28 17 5 1 6 85
○熊本託麻台病院 142 44 あり あり 19 12 3 0 3 150
○熊本回生会病院 161 51 あり 14 8 2 0 2
○にしくまもと病院 127 43 あり あり あり 7 6 1 0 3
西日本病院 350 38 あり あり あり 17 12 4 1 3 可能
武蔵ヶ丘病院 126 35 あり あり あり 5 2 0 0 4 80
江南病院 215 40 あり あり あり 10 10 1 0 1 80 可能
青磁野病院 241 51 あり あり あり あり 10 12 4 0 10 58
くまもと成仁病院 222 あり あり あり 21 7 2 0 3 60
聖ヶ塔病院 349 あり あり 15 8 4 0 3
東野病院 156 あり あり あり 6 2 1 0 3 72
林ヶ原記念病院 641 5 4 0 0 0
菊南病院 178 あり あり あり 5 1 3 0 1
九州記念病院 252 あり あり あり あり 7 0 0 0 0 可能
竜山内科ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院 238 あり 6 3 1 0 1






















部町の 3 校区（北部東・川上・西里）を含む 13 の中学校区からなっている。老齢人口
は 18.8％、介護認定者は 4175 人（2006 年 2 月現在）。北保健福祉センター管内には、
40 ヵ所の居宅介護支援事業所（以下居宅とする）と、9 ヵ所の在宅介護支援センター



















図 3‐1 熊本市北保健福祉センター管内の校区配置図 
・北保健福祉センターは「清水」校区に位置する。 











て当該地区では 15.0％、高齢化率で同市平均が 18.8％に対し、当該地区は 18.5％と
ほぼ平均値にある。ただし、介護認定率は同市平均が 17.7％であるのに対して、当
該地区は 16.6％と 1％ほど低い。 
②だが、熊本市北保健福祉センター管区の校区ごとにみると、高齢化率において 23.3％
から 15.7％まで、介護認定率においては 11.5％から 21.6％まで開きがある。 
58 
表 3‐6 熊本市北保健福祉センター管内校区別保健統計（2007 年度） 
①面積…1992 年②人口・世帯数…2006 年 10 月③出生・低体重児数…2004 年④死亡
数…2004 年⑤65 歳以上人口…2006 年 10 月⑥介護認定者数…2007 年 2 月⑦疾病状況










および高齢者劇団活動の 3 つに絞って紹介する。 
 
単位 管内 黒髪 龍田 高平台 清水 楡木 楠 武蔵 弓削 城北 麻生田 川上 北部東 西里 熊本市
Km
2 53.84 4.00 4.71 3.52 3.47 1.25 0.80 1.03 1.24 1.92 2.16 10.22 3.56 15.96 266.31
人 129,196 13,196 15,490 14,750 12,370 7,346 7,102 6,568 5,042 10,790 9,466 10,045 9,217 7,814 663,971
世帯 54,170 7,148 6,185 6,179 5,424 3,002 2,897 2,583 1,990 5,101 3,699 3,731 3,507 2,724 282,193








人 132 7 15 8 12 11 10 10 5 13 7 18 10 6 671
低体重児
出生割合
％ 9.4 7.0 8.2 5.2 9.4 15.7 14.7 15.4 7.2 9.7 9.1 12.5 7.5 7.7 9.8
65歳以上人口 人 24,286 2,987 2,590 3,209 2,887 1,461 1,350 1,264 794 1,763 1,877 1,698 1,628 1,510 125,080
高齢化率 ％ 18.5 22.1 16.7 21.8 23.3 20.0 19.0 19.0 15.7 16.4 19.8 16.9 17.2 19.3 18.8
介護 人 4,206 652 467 449 470 246 201 149 139 256 270 357 271 279 21,980





人 898 118 94 115 104 35 49 41 19 51 60 82 67 63 4,688
悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性 悪性
新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物 新生物
274 32 27 37 33 14 16 14 9 13 19 15 30 15 1,437
心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 脳血管疾患 肺炎 心疾患
137 19 19 19 15 7 脳血管疾患 8 肺炎 8 8 13 肺炎 11 706
7 2 8
肺炎 肺炎 脳血管疾患 脳血管疾患 肺炎 脳血管疾患 脳血管疾患 肺炎 脳血管疾患 肺炎 脳血管疾患 脳血管疾患






円 78,049 88,634 80,720 77,673 77,000 75,223 75,360 69,982 77,042 68,963 80,063 86,211 73,301 84,466 81,713
生活習慣病で受診
した割合
％ 28.8 31.7 27.7 29.5 31.0 28.1 25.4 28.7 26.9 32.3 27.5 27.8 29.5 28.5 29.3
糖尿病で受診した
割合
5.3 6.9 5.9 6.46.3 7.0 8.3 5.8
3,410 261,180
％ 6.4 6.4 5.7 6.6 6.6 6.4 5.8




























14.3 14.5 10.2 10.49.9 13.8 12.4 8.2
78 6,859
％ 10.9 8.0 11.9 10.3 10.3 9.5 9.5









人 1,410 108 183 153 127














関・看護職の交流を図る目的で発足し、1984 年（昭和 59 年）3 月に第 1 回の研修会
を開催した。当初は専門職を対象とした研修会だったが、1986 年（昭和 61 年）から
は地域の方にも参加していただける研修会となり、1987 年（昭和 62 年）からは実行
委員会が発足、各専門職の方や地域の代表の方などにも実行委員会として加わってい
ただいて今日に至る。 









ーマとした、シンポジウムや講演会を年 1 回開催すること。 
・保健・医療・福祉に関する情報を実行委員間で共有し、管内住民に対して質の高
いサービスや地域の情報を提供すること。 










ｲ）1997 年度より 2003 年度まで部会活動（地域づくり、社会資源、痴呆ネット）を
行い、情報誌“いきいきみんなのつづり”、“地域づくり活動事例集”、“縁がわ”を













































































ーとの共同研究の形でアンケート調査を実施した 1）。同地域の高齢者 3427人（男 39.8％、








調査対象者 3427 人のうち、「とても健康」344 人（全体の 10％）、「まあまあ健康」2006
人（全体の 58.5％）、「あまり健康でない」661 人（全体の 19.3％）、「健康でない」208
人（全体の 6.1％）が健康についての全体像である。「とても健康」と「まあまあ健康」





























と 81.3％と約 10 ポイントの差であるが、＜健康でない人＞においては各々63.0％と






















康な人で 67.8％だから 3 人に 2 人、健康でない人で 32.2％だから 3 人に 1 人。「2～3






康でない人は 1 割強にすぎない。 
 
以上の統計データに関しては、巻末資料に掲載してあるが、熊本市北保健福祉センター管































病院の職員数は 2012 年 8 月に 1000 人になり、設立時の 93 人から 11 倍に成長した。医
療法人社団寿量会の憲章は「私たちはＱＯＬの向上とノーマライゼーションの確立への道
を歩みます」。熊本機能病院の理念は「私たちは人間の尊厳を守り健康生活への奉仕をい






























































あるとの立場をとっている。つまり、人口約 70 万人をカバーする熊本市全域の第 2 次医





















せの会（健幸会）を発足させた。第 1 回開催は、1982 年 4 月 17 日（熊本機能病院・開
設の翌年）で、主催は健康と幸せの会（健幸会）世話人代表 緒方信登（地域老人クラ
ブ会長）、協 賛は熊本市農業協同農業組合清水支所、熊本市高平台地区清老会連合会、
山室町内会。第 1 回（1982 年）～第 46 回（2004 年）までの健康と幸せの会は、院内
スタッフが講師を担当して 2 ヵ月～3 ヵ月に 1 度開催。登録者は 400 名を超える。会場
は熊本機能病院研修ホール。医療社会事業部の企画広報課が事務局を担当。地域交流館
開設後の健康と幸せの会（2005 年～2008 年）は、院内スタッフが講師を担当して 1 ヵ
月に 3 回～4 回開催。登録者は 800 名を超える。会場は地域交流館の市民塾ホール。事
務局は寿量グループ事業本部の地域交流館／広報課。1 セミナー毎に 1 スタンプを押し、
10 スタンプで認定証を発行する（初級→中級→上級→達人 銅→達人 銀→達人 金）。























































職員などで 2500 人相当とすれば、地域交流館設置によって 1 日最低 500 人（正式な受
付客数が月間 1 万 4800 人で、館内移動客は含まず）を数えるから、それだけでも回遊























































第 1 回熊本県医療・保健・福祉連携学会開催までの経緯は、同会が 1991 年設立と 10
数年前につくられていたものの会運営では何をやっていいか分らず、年 1 回の講演会と
総会のみの運営に終始していたが、2007 年参加 21 団体で実行委員会を開き、ようやく
たどりついたのが「連携学会」という形であり、翌年そのスタートをきった。2008 年
3 月 2 日（土）開催。1200 人参加、うち会員 735 人、会員外 6 人、学生 158 人、市民














































































































④回答数 市民塾ホール利用者（113 人）、健幸会セミナー参加者（61 人）、ＮＰＯ法人
健康と幸せの会理事（5 人）、健康生活図書館利用者（28 人）、レストラン利用者（28
人）、その他館内（9 人）の小計 244 人と、近隣地域の 43 人は民生委員、児童委員、
自治会長、社会福祉、協議会会長、老人会長等である。同館職員が直接インタビュー








校区合計 144 人（50.2％）、校区名記入なし 20 人（7.0％）、家族 30 人（10.5％）、そ
の他 38 人（13.2％）、無記入 7 人（2.4％）と患者 48 人（16.7％） 
性別では、 
男性 79 人（27.5％）、女性 197 人（68.6％）、無記入 11 人（3.8％） 
年齢別では、 
～30 歳 9 人（3.1％）、30～49 歳 32 人（11.1％） 、50～64 歳 82 人（28.6％）、65～
74 


































表 3‐8 同交流館の存在を何で知ったか？ 
（出典）筆者作成 
 
表 3‐9 どれくらいの頻度で同交流館を訪問しているか？ 
（出典）筆者作成 
 
患者 0 0.0% 1 2.1% 7 14.6% 5 10.4% 31 64.6% 3 6.3% 0 0.0% 1 2.1% 48
来館者 13 6.6% 4 2.0% 40 20.4% 35 17.9% 101 51.5% 2 1.0% 1 0.5% 0 0.0% 196
近隣地域 1 2.3% 9 20.9% 3 7.0% 6 14.0% 24 55.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 43










％ ％ ％ ％
新聞・










患者 8 16.7% 13 27.1% 10 20.8% 3 6.3% 2 4.2% 1 2.1% 4 8.3% 7 14.6% 48
来館者 25 12.8% 71 36.2% 44 22.4% 7 3.6% 1 0.5% 5 2.6% 9 4.6% 34 17.3% 196
近隣地域 0 0.0% 4 9.3% 3 7.0% 3 7.0% 6 14.0% 6 14.0% 12 27.9% 9 20.9% 43




















117 111 5 1 117 8 5 27 24 65 1 0 5 135 114 3 0 117
②病院主催による
イベントへの参加
68 68 0 0 68 0 3 13 13 52 3 0 0 84 67 1 0 68
③健幸会セミナー 77 76 0 1 77 3 2 12 18 57 2 0 1 95 76 0 1 77
④健康生活図書館
の利用
20 19 1 0 20 0 1 5 3 13 0 0 1 23 20 0 0 20
⑤健康生活相談 7 7 0 0 7 0 1 3 2 5 2 0 0 13 7 0 0 7
⑥認知症相談 3 3 0 0 3 0 0 0 0 3 0 0 0 3 3 0 0 3
⑦地域包括支援セ
ンターの利用
25 24 0 1 25 0 4 4 4 18 1 0 0 31 25 0 0 25
⑧ﾚｽﾄﾗﾝ利用 101 94 6 1 101 3 8 24 8 68 2 0 6 119 100 1 0 101
⑨商品の購入 47 45 1 1 47 1 3 11 6 35 1 0 1 58 47 0 0 47
⑩待ち合せ場所と
して
27 25 2 0 27 0 2 4 3 21 1 0 2 33 27 0 0 27
⑪外来診察の待ち
時間を過ごすため
41 35 6 0 41 0 2 3 5 30 3 0 6 49 38 3 0 41
⑫その他 38 38 0 0 38 5 5 4 6 23 0 1 1 45 38 0 0 38






















































































































・月 1 回以上の訪問者が全体として合計 62.1％と高い訪問頻度を示している。 
・うち、患者で 64.6％、来館者で 58.6％（近隣地域で 16.3％）と 3 人に 2 人は月 1 回
以上の訪問をしているのは、高齢者の慢性疾患による受診時の同館訪問であったり、
定例行事への出席の可能性が高い。 
































































































































































































































































































図書館、相談コーナーと設置してある。その結果、アンケート回答者の 4 人に 3 人が月 1
回以上訪問し、月 2 回以上訪問している人が 3 割強、週 1 回以上訪問している人が 11.5％

















































































































































































































































に、北保健福祉センター管内では、2004 年（平成 16 年）度より独居世帯や高齢世帯を






けばよいか明らかにしていきたいという方針のもと、2005 年（平成 17 年）度高齢者実
態調査を実施した。 































味や習い事がある、⑱隣・近所との付き合いがある。   
85 歳以上独居高齢者の分析結果は、コミュニティ（問 14.15.16.17.18）に関する項目で




ＩＡＤＬ（問 2.3.4.5.6.7.8）に関する項目については、問 2 で「バスや電車で 1 人で外出
できない人」、かつ、問 5 で「転倒に対する不安がある」、さらに、問 8 で「ごみ捨てが
出来ない」と回答した人は日常生活度がかなり低い。問 12 で「何月何日かがわからない」













































に要した時間は約 48 時間である。 
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表 4‐1 5 病院に対するインタビュー調査 










「地域交流館」フロアマネージャー 坂本 薫 



























理事長・院長 大山 正 
















である。診療科目 29、病床数 1193 の大きな病院。821 床の本院以外に美里分院、小海

















門特化をし、長野県の 4 分の 1 をカバーする東信地区全体をカバーする広範な医療圏の
ための医療を行う。一方、現在地は地域医療センターとなり、市民病院的役割を担う病


































































と職員を抱えて、その日の食料の調達すら困難となった。1939 年（昭和 14 年）12 月





2010 年 4 月現在で、全 100 施設、228 事業、職員数 7350 人、ドクター数 586 人、
看護師数 2647 人である。事業の内訳としては、医療・保健事業は病院が 6 施設（2650
床）、健診施設が 3 施設、診療所が 7 施設、在宅・福祉サービス事業は介護老人保健施
設が 3 施設、介護老人福祉施設が 12 施設、軽費老人ホームが 3 施設、身体障害者療護
施設・救護施設・保育園等が 17 施設、訪問看護ステーションが 12 施設、その他在宅サ
ービス事業が 27 施設、高齢者公益事業は有料老人ホームが 8 施設（2347 戸、ＷＡＣ事
業 3 施設含む）、ケア付高齢者住宅が 1 施設（370 戸）、そして収益事業として貸事務所
がある。2009 年度実績の総入院患者数は 76 万 2208 人／年、総外来患者数は 123 万 7851
人／年、総健診受信者数は 42 万 5944 人／年、総手術件数（入外）は 1 万 8951 件／年
であった。 








Ｔセンター、てんかんセンターとなっており、2009 年度実績の 1 日平均入院患者数は
696 人、平均在院日数は 12 日、病床利用率は 93.6％、1 日平均外来患者数は 1764 人、
手術件数は 9782 件、救急車搬入件数は 5138 台であった。 
2010 年現在の施設数と職員数（非常勤を含む）は 102 施設、約 1 万人だが、ハイス
92 















いため県内でも 6 施設、浜松医療圏では 2 施設を数えるにすぎない。ここの施設は現
在 110 床で、病棟 100 床とショートステイ（1～2 日泊用）10 床の構成で、これにデ
イケア 50 人（年少組 15 人と 18 歳以上 35 人）と外来リハビリが 1 日当り 40 人であ





































人口はわずか 22 万人ながらも、南北 170ｋｍにおよぶ第 2 次医療圏能登中部と能登
北部という能登半島全体を視野に入れながら、地域医療と取り組んでいる。しかも、地



































件数 16 13 19 5 2 4 6 65 










ー：上部内視鏡 5000 例・大腸内視鏡 1300 例・ＥＳＤ60 例／年、がん手術 100 例／年、






































































































「けいじゅ一本杉」の 1 階フロアの利用状況は 2011 年 4 月～2012 年 8 月の 17 ヵ
月間で累計 205 回、1 ヵ月平均 12 回であり、その内容は表 4‐3 のとおりである。 
商店街に老人施設を設置することに最初は反対論もあったが、実際設置してみると



















































た。医療法人社団寿量会・熊本機能病院は 1981 年に、熊本市の北部、国道 146 号線か
ら 100ｍほど入り組んだ地に 1 万坪の敷地を擁して建設された。理事長の米満弘之は 46
歳であった。日本赤十字熊本病院整形外科部長からの独立であったが、日赤病院職員の
順位 項目名 回数 
1 元気貯筋 40 
2 楓サークル 22 
3 フラワー教室 19 
4 一本杉サロン談話室 16 
5 一本杉町会 10 
6 運営推進会議 10 
7 和光苑デイ（花見等） 10 
8 国際医療専門学校 10 








11 シルバー 6 
12 ほのぼの 6 
13 淡交会 5 
14 てまいらん販売 5 
15 手提げバッグ作り 4 
16 簡単ストラップ作り 4 
99 

















麻酔科で、病床数は 2005 年 4 月 1 日現在 410 床（一般病床 215 床、亜急性期病室 25
床、障害者施設等入院病棟 45 床、回復期リハビリテーション病棟 125 床（整形外科系



















置されたソーシャルワーカーが担当した。以来、2012 年 7 月までの間に、224 回の健
康講座が開催されてきた。この間、2009 年にＮＰＯ法人健康と幸せの会が登記を完了
した。理事長は地区の社会福祉協議会会長、副理事長は病院理事長、理事は民生委員、
元市社協職員、校区社協長など 4 名、評議員は近隣校区社協会長など 9 名で構成され、
事務局は病院の広報センター（地域交流館）におかれている。その構成メンバーから
も、地域の病院と住民が一体となった健康を軸にした地域づくり活動がうかがえる。
会員数は 85 名（正会員数 80 名、賛助会員数 5）。会費は正会員 1000 円、賛助会員 1
万円（主に企業）。特典は、限定セミナーの案内、地域交流館内健康生活、図書館から
の本の貸し出し、けんこう通信の送付などである。それでは、健幸会の声を、第 174
回健康教室（2010 年 9 月 29 日）「患者さんにやさしい評価法“心臓ＣＴの魅力”」を





表 4‐4 健幸会アンケート調査 
Q1「どちらからお越しになりましたか？」 
近隣校区（熊本機能病院を中心とした 5 つの
小学校区）33 名 67％ 
その他の校区 14 名 29％ 
入院中 2 名 4％ 
Q2「年齢は？」 
81 歳以上 7 名 14％ 
71～80 歳 28 名 58％ 
61～70 歳 12 名 24％ 
51～60 歳 1 名 2％ 
40 歳以下 1 名 2％ 
Q3「熊本機能病院に通院されていますか？」 




ある 21 名 43％ 















ころにこそ意味がある（「独居老人は 1 日 1 食」であることを同院保健師がつかんでき
た）。また、市民ホールは入院・外来患者はもとより、地域の住民・高齢者の映画鑑賞
のみならず、演劇・音楽演奏の舞台としても活用される。しかも 365 日稼動をめざし







～10 回 ～20 回 ～30 回 ～40 回 ～50 回 ～60 回 61 回～ 161 回～ 




通算開催数 220 回目でしめてみると、延べ参加人数 10,985 名、2010 年 27 回開催で延べ 1351












































5 階 新館病棟 


























































4 階 3 病棟・5 病棟 
3 階 1 病棟・2 病棟 










5 階 11 病棟 
4 階 8 病棟 
3 階 7 病棟 
2 階 6 病棟 
1 階 言語聴覚訓練室 
理・美容室 

























地域交流館の効果は 2 つある。まず、第 1 義的な役割である医療支援機能とコミュ
ニティ再生機能の発揮についての検証と第 2 義的にはその発展についての見取り図で
ある。まず、第 1 義の役割に対して、開設 5 周年を記念した「地域交流館」アンケー
トを実施したところ、次のような結果を得た。①どれくらいの頻度で同交流館を訪問
しているか？に対しては、高齢者の慢性疾患による受診時の同館訪問や定例行事への








値は医療支援機能が延べ 625 人でコミュニティ再生機能が延べ 541 人だから、医療支















大山病院は北緯 35 度、東経 135 度のいわば日本のど真ん中の「ヘソ」に位置する兵

















































会員 200 名）、2、3 階にハーベストコート桜丘 1 号館（住宅型有料老人ホーム：入居












































資することの 2 つに分類できる。 
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所在地 長野県佐久市ほか 静岡県浜松市 石川県七尾市 熊本県熊本市 兵庫県西脇市
設立年度 2008年 2009年 2010年 2007年 2005年



















































































































表 4‐6 地域交流館における主な活動の分類表 































































































































1981 年 熊本機能病院開設 
1982 年 地域の声から生まれた健康講座「健康と幸せの会」発足 
1983 年 成人保健研修会「いきいき未来のつどい」発足（医師、看護師、建築士等や社協、保健
所で構成され、会長をつとめる） 
1986 年 リハビリテーションセンター開設 
1992 年 黒髪地区（校区）社会福祉協議会 会長 
1994 年 救急（四肢外傷）センター開設 
1998 年 循環器センター開設 
2000 年 寿量会地域医療・福祉評議委員会発足（「われわれの病院は何をすればよいのか」につい
て外部からの意見） 
2005 年 新館病棟（新手術室、急性期病棟） 
 〃  「地域交流館」開設 
2009 年 「健康と幸せの会」NPO 法人に認定 













































同氏は医師 3 世であり、医療法人も祖父や父と続く親世代から、院長（37 歳）、理
事長（39 歳）と自らが若い時分に継承したものである。 
1934 年に神野病院として創始され、1967 年に医療法人化、そのわずか 2 年後の 1969







1934 年 神野病院創始 
1967 年 恵寿病院と改称し、医療法人財団董仙会を設立 
1969 年 特定医療法人に認定 
1996 年 県の委託事業として「石川県能登地域リハビリテーション支援センター」設置 
1997 年 オーダリングシステム運用開始 
1999 年 特別医療法人に認定 
2000 年 コールセンター運営委託（医療と介護の一体化をめざす） 
2001 年 在宅総合サービスセンター設置 
2002 年 電子カルテシステム運用開始 
2006 年 厚生労働省「観光・食・ヘルスケアのネットワーク化による雇用の地産地消～湯上り美
ジョンでおもてなし～プロジェクト」の事業推進員として出向 
 〃   経済産業省「子供を生み育てたくなる「地域一体型」「安心楽々」の育児支援プロジェク
ト」のコンソーシアム代表に就任 
 〃   経済産業省「広域（七尾市、中能登町）での地域産業振興のアクションプロジェクト」
のワーキンググループメンバーに出向 
2007 年 けいじゅ PET－CT センター開設 
〃   恵寿パートナーズ心臓血管センター開設 
2008 年 家庭医療学センター開設 
〃   社会医療法人に認定 
2010 年 総務省「医療情報化に関するタスクフォース」「どこでも MY 病院構想」 































































































































































































































































無駄を省くことが出来るからである。日本では 1998 年国立病院等 10 施設でＤＲＧ／Ｐ
ＰＳ試行の頃から取り組まれ出した。 
6）神野直彦［2002］p.179 
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た 1973 年（昭和 48 年）の福祉元年とそれから 27 年経過した 2000 年（平成 12 年）介護
保険制度の開始という 2 つの転換点を取り上げることができる。福祉元年とは 1973 年高
齢者の医療無料化など国をあげての社会保障の大幅拡充を銘打った言葉である。 
福祉元年の成立には、先行研究でも示した岩手県沢内村（現西和賀町）における高齢者
医療の無料化（1960 年）、それに続く横浜市における 80 歳以上の患者に対する国民健康保
険の窓口負担の引き下げ（1968 年）、東京都における 70 歳以上患者の医療の無料化への対
抗策として考えられる。だが、折悪しく第 1 次石油危機に見舞われ、経済は低迷する。コ
メ・国鉄・健保が国家財政の 3Ｋ赤字と呼ばれ、老人医療無料化はわずか 10 年後の 1983
年（昭和 58 年）には一部有料化へと転換の憂き目にあい、そこから 17 年後の 2000 年（平



























































1 238 大阪市 大阪府 近畿 大阪（大阪） 大阪市 2,614,324 614,554 23.5
2 315 札幌 北海道 北海道 札幌（北海道） 札幌市、江別市及び周辺部 2,343,179 480,169 20.5
3 292 名古屋 愛知県 中部 名古屋（愛知） 名古屋市 2,231,130 479,844 21.5
4 230 区西北部 東京都 関東 区西北部（東京） 豊島区、北区、板橋区、練馬区 1,837,598 434,631 23.7
5 335 東葛南部 千葉県 関東 船橋（千葉） 市川市、船橋市及び周辺部 1,672,902 319,001 19.1
6 251 京都・乙訓 京都府 近畿 京都（京都） 京都市及び周辺部 1,614,981 369,453 22.9
7 340 福岡・糸島 福岡県 九州・沖縄 福岡（福岡） 福岡市、前原市及び周辺部 1,542,765 277,294 18.0
8 236 神戸 兵庫県 近畿 神戸（兵庫） 神戸市 1,535,415 361,319 23.5
9 345 横浜北部 神奈川県 関東 横浜北部（神奈川） 横浜市（鶴見区、神奈川区など） 1,483,143 252,616 17.0
10 329 仙台 宮城県 東北 仙台（宮城） 仙台市、塩竈市及び周辺部 1,474,600 286,685 19.4
11 303 南多摩 東京都 関東 八王子（東京） 八王子市、町田市及び周辺部 1,421,529 298,997 21.0
12 334 区東部 東京都 関東 区東部（東京） 墨田区、江東区、江戸川区 1,352,218 258,575 19.1
13 330 区西南部 東京都 関東 区西南部（東京） 目黒区、世田谷区、渋谷区 1,351,453 262,616 19.4
14 297 広島 広島県 中国 広島（広島） 広島市、安芸高田市及び周辺部 1,333,967 283,199 21.2
15 290 東葛北部 千葉県 関東 松戸（千葉） 松戸市、柏市及び周辺部 1,298,541 279,858 21.6
16 253 区東北部 東京都 関東 区東北部（東京） 荒川区、足立区、葛飾区 1,243,918 283,346 22.8
17 327 さいたま 埼玉県 関東 さいたま（埼玉） さいたま市 1,201,252 234,607 19.5
18 310 区西部 東京都 関東 区西部（東京） 新宿区、中野区、杉並区 1,165,457 241,044 20.7
19 261 北河内 大阪府 近畿 枚方（大阪） 枚方市、寝屋川市及び周辺部 1,164,021 259,802 22.3
20 272 横浜西部 神奈川県 関東 横浜西部（神奈川） 横浜市（西区、保土ヶ谷区など） 1,110,653 243,920 22.0
21 187 北九州 福岡県 九州・沖縄 北九州（福岡） 北九州市、中間市及び周辺部 1,108,369 282,676 25.5
22 317 東部 埼玉県 関東 春日部（埼玉） 春日部市、草加市及び周辺部 1,092,015 222,901 20.4
23 342 西三河南部 愛知県 中部 岡崎（愛知） 岡崎市、碧南市及び周辺部 1,088,440 193,668 17.8
24 262 横浜南部 神奈川県 関東 横浜南部（神奈川） 横浜市（中区、南区、磯子区など） 1,086,544 242,115 22.3
25 286 阪神南 兵庫県 近畿 尼崎（兵庫） 尼崎市、西宮市、芦屋市 1,031,735 223,134 21.6
26 311 区南部 東京都 関東 区南部（東京） 品川区、大田区 1,024,983 211,592 20.6
27 324 北多摩南部 東京都 関東 三鷹（東京） 武蔵野市、三鷹市及び周辺部 1,003,948 198,358 19.8
総人口100万人以上の二次医療圏総人口合計（人） 38,429,080 構成比（％） 30.2
28 285 豊能 大阪府 近畿 池田（大阪） 池田市、箕面市及び周辺部 999,916 216,331 21.6
29 304 千葉 千葉県 関東 千葉（千葉） 千葉市 951,046 199,064 20.9
30 220 新潟 新潟県 中部 新潟（新潟） 新潟市、阿賀野市及び周辺部 923,473 221,058 23.9
31 231 県南東部 岡山県 中国 岡山（岡山） 岡山市、玉野市及び周辺部 920,406 217,653 23.6
32 293 泉州 大阪府 近畿 和泉（大阪） 和泉市、泉大津市及び周辺部 918,907 197,308 21.5
33 254 西部 静岡県 中部 浜松（静岡） 浜松市、湖西市、新居町 872,814 197,954 22.7
34 246 中河内 大阪府 近畿 東大阪（大阪） 東大阪市、八尾市、柏原市 851,341 196,501 23.1
35 333 県央 神奈川県 関東 厚木（神奈川） 厚木市、大和市及び周辺部 836,747 161,340 19.3
36 298 北勢 三重県 中部 四日市（三重） 四日市市、桑名市及び周辺部 830,675 176,312 21.2
37 239 堺市 大阪府 近畿 堺（大阪） 堺市 824,432 192,895 23.4
38 259 岐阜 岐阜県 中部 岐阜（岐阜） 岐阜市及び周辺部 799,703 179,580 22.5
39 349 川崎北部 神奈川県 関東 川崎北部（神奈川） 川崎市（高津区、宮前区など） 790,599 125,798 15.9
40 287 川越比企 埼玉県 関東 川越（埼玉） 川越市、東松山市及び周辺部 787,159 170,051 21.6
41 269 西部 埼玉県 関東 所沢（埼玉） 所沢市、飯能市及び周辺部 779,863 171,860 22.0
42 336 南部 埼玉県 関東 川口（埼玉） 川口市、蕨市及び周辺部 742,060 140,824 19.0
43 267 三島 大阪府 近畿 高槻（大阪） 摂津市、茨木市、高槻市、島本町 728,971 160,787 22.1
44 160 横須賀・三浦 神奈川県 関東 横須賀（神奈川） 横須賀市、鎌倉市及び周辺部 728,467 191,514 26.3
45 307 尾張北部 愛知県 中部 春日井（愛知） 春日井市、犬山市及び周辺部 727,919 151,579 20.8
46 263 北多摩北部 東京都 関東 小平（東京） 小平市、東村山市及び周辺部 727,109 161,660 22.2
47 271 阪神北 兵庫県 近畿 宝塚（兵庫） 伊丹市、宝塚市及び周辺部 720,064 158,216 22.0
48 332 相模原 神奈川県 関東 相模原（神奈川） 相模原市 715,444 138,229 19.3
49 321 区中央部 東京都 関東 区中央部（東京） 千代田区、中央区、港区など 713,223 144,689 20.3
50 203 県南西部 岡山県 中国 倉敷（岡山） 倉敷市、笠岡市及び周辺部 710,886 175,466 24.7
51 201 静岡 静岡県 中部 静岡（静岡） 静岡市、由比町 710,070 175,847 24.8
52 291 東播磨 兵庫県 近畿 明石（兵庫） 明石市、加古川市及び周辺部 709,091 152,753 21.5
53 309 石川中央 石川県 中部 金沢（石川） 金沢市、白山市及び周辺部 707,700 147,133 20.8
54 300 東三河南部 愛知県 中部 豊橋（愛知） 豊橋市、豊川市及び周辺部 707,601 149,910 21.2
55 346 南部 沖縄県 九州・沖縄 那覇（沖縄） 那覇市、浦添市及び周辺部 702,354 118,583 16.9
総人口70万人以上100万人未満の二次医療圏総人口合計（人） 22,138,040 構成比（％） 17.4
56 322 印旛 千葉県 関東 成田（千葉） 成田市及び周辺部 691,850 139,078 20.1
57 312 湘南東部 神奈川県 関東 藤沢（神奈川） 藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町 688,962 141,944 20.6
58 275 鹿児島 鹿児島県 九州・沖縄 鹿児島（鹿児島） 鹿児島市、日置市及び周辺部 685,578 150,084 21.9
59 308 熊本 熊本県 九州・沖縄 熊本(熊本） 熊本市 680,288 141,648 20.8
60 328 南西部 埼玉県 関東 和光（埼玉） 和光市、富士見市及び周辺部 677,866 132,240 19.5
61 249 駿東田方 静岡県 中部 沼津（静岡） 伊豆市、沼津市及び周辺部 670,160 153,882 23.0
62 318 県東・央 栃木県 関東 宇都宮（栃木） 宇都宮市、真岡市及び周辺部 661,640 134,726 20.4
63 252 松山 愛媛県 四国 松山（愛媛） 松山市、伊予市及び周辺部 651,835 148,884 22.8
64 274 利根 埼玉県 関東 行田（埼玉） 行田市、可須市及び周辺部 650,605 142,778 21.9
65 299 北多摩西部 東京都 関東 立川（東京） 立川市、昭島市及び周辺部 637,141 135,141 21.2
66 233 南河内 大阪府 近畿 松原（大阪） 松原市、羽曳野市及び周辺部 634,230 149,369 23.6
67 320 知多半島 愛知県 中部 常滑（愛知） 半田市、常滑市及び周辺部 608,850 123,713 20.3
68 289 湘南西部 神奈川県 関東 平塚（神奈川） 平塚市、秦野市及び周辺部 591,861 127,631 21.6
69 265 中播磨 兵庫県 近畿 姫路（兵庫） 姫路市及び周辺部 577,374 128,155 22.2
70 337 川崎南部 神奈川県 関東 川崎南部（神奈川） 川崎市（川崎区、幸区など） 575,146 108,889 18.9
71 171 村山 山形県 東北 山形（山形) 山形市、寒河江市及び周辺部 567,799 147,681 26.0
72 258 中部 大分県 九州・沖縄 大分（大分） 大分市、臼杵市及び周辺部 561,653 126,390 22.5































74 179 長野 長野県 中部 長野（長野） 長野市、須坂市及び周辺部 555,212 142,942 25.7
75 284 県中 福島県 東北 郡山(福島） 郡山市、須賀川市及び周辺部 555,185 120,326 21.7
76 202 長崎 長崎県 九州・沖縄 長崎(長崎） 長崎市、西海市及び周辺部 544,066 134,339 24.7
77 301 県央 埼玉県 関東 上尾（埼玉） 上尾市、鴻巣市及び周辺部 523,619 110,676 21.1
78 282 北部 埼玉県 関東 熊谷（埼玉） 熊谷市、本庄市及び周辺部 519,080 112,623 21.7
79 280 尾張西部 愛知県 中部 一宮（愛知） 一宮市、稲沢市 511,231 111,237 21.8
80 206 福山・府中 広島県 中国 福山（広島） 福山市、府中市、神石高原町 508,920 125,357 24.6
81 205 富山 富山県 中部 富山（富山） 富山市、滑川市及び周辺部 503,753 124,132 24.6
総人口50万人以上70万人未満の二次医療圏総人口合計（人） 15,593,748 構成比（％） 12.3
82 200 県北 福島県 東北 福島(福島） 福島市、二本松市及び周辺部 499,737 124,028 24.8
83 348 西三河北部 愛知県 中部 豊田（愛知） 豊田市、三好町 485,774 79,717 16.4
84 256 盛岡 岩手県 東北 盛岡（岩手） 盛岡市、八幡平市及び周辺部 483,845 109,098 22.5
85 347 中部 沖縄県 九州・沖縄 宜野湾（沖縄） 宜野湾市、沖縄市及び周辺部 480,341 79,095 16.5
86 288 中東遠 静岡県 中部 掛川（静岡） 掛川市及び周辺部 480,296 103,640 21.6
87 306 県南 栃木県 関東 小山（栃木） 栃木市、小山市及び周辺部 478,172 99,681 20.8
88 140 南勢志摩 三重県 中部 松坂（三重） 松坂市及び周辺部 476,202 128,680 27.0
89 248 中北 山梨県 関東 甲府（山梨） 甲府市、韮崎市及び周辺部 476,123 109,451 23.0
90 208 志太榛原 静岡県 中部 焼津（静岡） 焼津市、藤枝市及び周辺部 470,988 115,398 24.5
91 243 水戸 茨城県 関東 水戸（茨城） 水戸市、笠間市及び周辺部 468,741 108,851 23.2
92 199 中勢伊賀 三重県 中部 津（三重） 津市、伊賀市、名張市 466,556 116,069 24.9
93 278 取手・竜ヶ崎 茨城県 関東 取手（茨城） 龍ヶ崎市、取手市及び周辺部 463,614 101,064 21.8
94 250 久留米 福岡県 九州・沖縄 久留米（福岡） 久留米市、大川市及び周辺部 463,488 106,268 22.9
95 156 山武長生夷隅 千葉県 関東 茂原（千葉） 茂原市、東金市及び周辺部 458,777 121,116 26.4
96 235 東部Ⅰ 徳島県 四国 徳島（徳島） 徳島市、鳴門市及び周辺部 457,811 107,753 23.5
97 323 尾張東部 愛知県 中部 瀬戸（愛知） 瀬戸市、尾張旭市及び周辺部 456,326 90,486 19.8
98 247 高松 香川県 四国 高松（香川） 高松市及び周辺部 446,278 102,742 23.0
99 273 山城北 京都府 近畿 宇治（京都） 宇治市、城陽市及び周辺部 444,525 97,605 22.0
100 216 松本 長野県 中部 松本（長野） 松本市及び周辺部 428,686 103,935 24.2
101 142 和歌山 和歌山県 近畿 和歌山（和歌山） 和歌山市、海南市、紀美野町 426,977 114,884 26.9
102 276 宮崎東諸県 宮崎県 九州・沖縄 宮崎（宮崎） 宮崎市及び周辺部 424,070 92,829 21.9
103 341 筑紫 福岡県 九州・沖縄 筑紫野（福岡） 筑紫野市、春日市及び周辺部 422,080 75,636 17.9
104 192 秋田周辺 秋田県 東北 秋田（秋田） 秋田市、男鹿市及び周辺部 422,049 106,861 25.3
105 175 中越 新潟県 中部 長岡（新潟） 長岡市、柏崎市及び周辺部 418,520 108,468 25.9
106 226 福井・坂井 福井県 中部 福井（福井） 福井市、あわら市及び周辺部 408,956 97,425 23.8
107 139 南渡島 北海道 北海道 函館（北海道） 函館市、北斗市及び周辺部 403,764 109,396 27.1
108 138 上川中部 北海道 北海道 旭川（北海道） 旭川市及び周辺部 403,558 109,449 27.1
109 240 高崎・安中 群馬県 関東 高崎（群馬） 高崎市、安中市 402,563 94,180 23.4
110 257 西多摩 東京都 関東 青梅（東京） 青梅市、福生市及び周辺部 400,598 90,325 22.5
111 316 太田・館林 群馬県 関東 太田（群馬） 太田市、館林市及び周辺部 398,319 81,523 20.5
112 264 県北 栃木県 関東 大田原（栃木） 大田原市、矢板市及び周辺部 391,088 86,946 22.2
113 222 中濃 岐阜県 中部 関市（岐阜） 関市、美濃市及び周辺部 386,059 92,254 23.9
114 245 西濃 岐阜県 中部 大垣（岐阜） 大垣市及び周辺部 385,667 89,213 23.1
115 277 富士 静岡県 中部 富士（静岡） 富士市、富士宮市及び周辺部 382,026 83,338 21.8
116 270 中和 奈良県 近畿 橿原（奈良） 大和高田市、橿原市及び周辺部 378,972 83,488 22.0
117 211 常陸太田・ひたちなか 茨城県 関東 常陸太田（茨城） 常陸太田市及び周辺部 366,820 89,691 24.5
118 227 奈良 奈良県 近畿 奈良（奈良） 奈良市 362,301 86,285 23.8
119 244 中部 佐賀県 九州・沖縄 佐賀（佐賀） 佐賀市、多久市及び周辺部 354,733 82,197 23.2
120 214 県西 神奈川県 関東 小田原（神奈川） 小田原市、南足柄市及び周辺部 354,642 86,514 24.4
121 178 東濃 岐阜県 中部 多治見（岐阜） 多治見市、中津川市及び周辺部 351,050 90,642 25.8
122 194 十勝 北海道 北海道 帯広（北海道） 帯広市及び周辺部 346,960 87,614 25.3
123 198 いわき 福島県 東北 いわき(福島） いわき市 344,953 85,993 24.9
124 223 西和 奈良県 近畿 大和郡山（奈良） 大和郡山市、生駒市及び周辺部 344,472 82,314 23.9
125 215 八戸地域 青森県 東北 八戸（青森） 八戸市及び周辺部 338,543 82,482 24.4
126 237 前橋 群馬県 関東 前橋（群馬） 前橋市、富士見村 337,107 79,257 23.5
127 313 大津 滋賀県 近畿 大津（滋賀） 大津市 333,015 68,573 20.6
128 281 海部 愛知県 中部 津島（愛知） 津島市、愛西市及び周辺部 329,835 71,767 21.8
129 219 青森地域 青森県 東北 青森（青森） 青森市及び周辺部 328,216 78,839 24.0
130 148 高岡 富山県 中部 高岡（富山） 高岡市、氷見市、射水市 320,417 85,895 26.8
131 221 君津 千葉県 関東 木更津（千葉） 木更津市、君津市及び周辺部 316,794 75,774 23.9
132 210 山口・防府 山口県 中国 山口（山口） 山口市、防府市、阿東町 313,999 76,780 24.5
133 339 つくば 茨城県 関東 つくば（茨城） つくば市、常総市、つくばみらい市 313,691 58,142 18.5
134 344 湖南 滋賀県 近畿 栗東（滋賀） 草津市、守山市、栗東市、野洲市 313,426 53,753 17.2
135 162 津軽地域 青森県 東北 弘前（青森） 弘前市、黒石市及び周辺部 306,093 80,291 26.2
136 145 香取海匝 千葉県 関東 銚子（千葉） 銚子市、旭市及び周辺部 302,232 81,206 26.9
総人口30万人以上50万人未満の二次医療圏総人口合計（人） 22,020,845 構成比（％） 17.3
137 113 庄内 山形県 東北 鶴岡（山形) 鶴岡市、酒田市及び周辺部 295,528 84,579 28.6
138 170 中讃 香川県 四国 丸亀（香川） 丸亀市、坂出市及び周辺部 294,590 76,631 26.0
139 124 上越 新潟県 中部 上越（新潟） 上越市、妙高市、糸魚川市 284,173 79,500 28.0
140 189 北播磨 兵庫県 近畿 西脇（兵庫） 西脇市、三木市及び周辺部 283,379 72,122 25.5
141 302 市原 千葉県 関東 市原（千葉） 市原市 280,013 59,072 21.1
142 109 下関 山口県 中国 下関（山口） 下関市 278,374 79,843 28.7
143 283 鹿行 茨城県 関東 鹿嶋（茨城） 鹿嶋市、潮来市及び周辺部 278,364 60,345 21.7
144 207 両毛 栃木県 関東 足利（栃木） 足利市、佐野市 275,841 67,842 24.6
145 241 筑西・下妻 茨城県 関東 結城（茨城） 結城市、筑西市及び周辺部 274,303 63,984 23.3


































147 173 西播磨 兵庫県 近畿 赤穂（兵庫） 相生市、たつの市及び周辺部 270,866 70,380 26.0
148 186 日立 茨城県 関東 日立（茨城） 日立市、高萩市、北茨城市 270,181 69,135 25.6
149 81 呉 広島県 中国 呉（広島） 呉市、江田島市 268,008 79,509 29.7
150 338 粕屋 福岡県 九州・沖縄 古賀（福岡） 古賀市及び周辺部 267,369 50,116 18.7
151 137 宇部・小野田 山口県 中国 宇部（山口） 宇部市　山陽小野田市、美祢市 266,748 72,497 27.2
152 242 土浦 茨城県 関東 土浦（茨城） 土浦市、石岡市、かすみがうら市 266,047 61,997 23.3
153 101 会津 福島県 東北 会津若松(福島） 会津若松市、喜多方市及び周辺部 264,188 76,247 28.9
154 73 尾三 広島県 中国 尾道（広島） 三原市、尾道市、世羅町 262,870 79,452 30.2
155 146 周南 山口県 中国 周南（山口） 周南市、下松市、光市 251,899 67,630 26.8
156 190 佐世保 長崎県 九州・沖縄 佐世保(長崎） 佐世保市 251,690 63,854 25.4
157 182 松江 島根県 中国 松江（島根） 松江市、安来市、東出雲町 249,951 64,268 25.7
158 195 釧路 北海道 北海道 釧路（北海道） 釧路市及び周辺部 246,498 62,128 25.2
159 331 伊勢崎 群馬県 関東 伊勢崎（群馬） 伊勢崎市、玉村町 245,473 47,494 19.3
160 218 東部 鳥取県 中国 鳥取（鳥取） 鳥取市及び周辺部 243,803 58,658 24.1
161 150 西部 鳥取県 中国 米子（鳥取） 境港市、米子市及び周辺部 242,846 64,562 26.6
162 188 姶良・伊佐 鹿児島県 九州・沖縄 霧島（鹿児島） 大口市、霧島市及び周辺部 242,571 61,859 25.5
163 85 有明 福岡県 九州・沖縄 柳川（福岡） 大牟田市、柳川市、みやま市 235,384 69,300 29.4
164 68 後志 北海道 北海道 小樽（北海道） 小樽市及び周辺部 234,640 71,510 30.5
165 295 東近江 滋賀県 近畿 近江八幡（滋賀） 近江八幡市、東近江市及び周辺部 233,588 50,052 21.4
166 217 南加賀 石川県 中部 小松（石川） 小松市、加賀市、能美市、川北町 233,522 56,599 24.2
167 141 岩手中部 岩手県 東北 花巻（岩手） 花巻市、北上市及び周辺部 233,486 63,041 27.0
168 181 県央 新潟県 中部 三条（新潟） 三条市、加茂市及び周辺部 233,388 60,079 25.7
169 296 古河・坂東 茨城県 関東 古河（茨城） 坂東市、古河市及び周辺部 233,349 49,925 21.4
170 163 北網 北海道 北海道 北見（北海道） 北見市、網走市及び周辺部 233,234 61,054 26.2
171 134 新居浜・西条 愛媛県 四国 新居浜（愛媛） 新居浜市、西条市 231,451 63,099 27.3
172 129 置賜 山形県 東北 米沢（山形) 米沢市、長井市及び周辺部 228,870 63,383 27.7
173 294 広島中央 広島県 中国 東広島（広島） 東広島市、竹原市、大崎上島町 227,050 48,663 21.4
174 83 魚沼 新潟県 中部 魚沼（新潟） 小千谷市、魚沼市及び周辺部 223,519 66,014 29.5
175 103 東部 大分県 九州・沖縄 別府（大分） 別府市、杵築市及び周辺部 222,104 64,020 28.8
176 128 下越 新潟県 中部 村上（新潟） 村上市、新発田市及び周辺部 220,415 61,351 27.8
177 196 東和 奈良県 近畿 天理（奈良） 天理市、桜井市及び周辺部 220,195 54,962 25.0
178 229 東胆振 北海道 北海道 苫小牧（北海道） 苫小牧市及び周辺部 214,510 50,753 23.7
179 185 大崎 宮城県 東北 大崎（宮城） 大崎市及び周辺部 211,648 54,258 25.6
180 152 石巻 宮城県 東北 石巻（宮城） 石巻市、東松島市及び周辺部 211,584 56,150 26.5
181 151 佐久 長野県 中部 佐久（長野） 小諸市、佐久市及び周辺部 211,500 56,193 26.6
182 161 諏訪 長野県 中部 諏訪（長野） 岡谷市、諏訪市及び周辺部 207,471 54,497 26.3
183 131 中丹 京都府 近畿 福知山（京都） 福知山市、舞鶴市、綾部市 205,142 56,112 27.4
184 165 上小 長野県 中部 上田（長野） 上田市、東御市及び周辺部 202,099 52,875 26.2
185 191 県西 栃木県 関東 日光（栃木） 鹿沼市、日光市、西方町 199,506 50,611 25.4
186 74 西胆振 北海道 北海道 室蘭（北海道） 室蘭市、登別市及び周辺部 198,488 59,860 30.2
187 180 相双 福島県 東北 相馬(福島） 相馬市、南相馬市及び周辺部 193,821 49,897 25.7
188 232 富士・東部 山梨県 関東 富士吉田（山梨） 富士吉田市、都留市及び周辺部 192,531 45,495 23.6
189 184 都城北諸県 宮崎県 九州・沖縄 都城（宮崎） 都城市、三股町 192,502 49,392 25.7
190 209 丹南 福井県 中部 鯖江（福井） 鯖江市、越前市及び周辺部 192,169 47,027 24.5
191 93 津山・英田 岡山県 中国 津山（岡山） 津山市、美作市及び周辺部 190,941 55,387 29.0
192 172 上伊那 長野県 中部 伊那（長野） 伊那市、駒ヶ根市及び周辺部 190,557 49,551 26.0
193 164 飯塚 福岡県 九州・沖縄 飯塚（福岡） 飯塚市、嘉麻市及び周辺部 186,505 48,820 26.2
194 154 京築 福岡県 九州・沖縄 行橋（福岡） 行橋市、豊前市及び周辺部 186,148 49,365 26.5
195 158 仙南 宮城県 東北 白石（宮城） 白石市、角田市及び周辺部 186,011 49,056 26.4
196 197 上十三地域 青森県 東北 十和田（青森） 十和田市、三沢市及び周辺部 185,508 46,289 25.0
197 71 南空知 北海道 北海道 夕張（北海道） 夕張市、岩見沢市及び周辺部 184,715 56,049 30.3
198 70 但馬 兵庫県 近畿 豊岡（兵庫） 豊岡市、養父市及び周辺部 181,259 55,019 30.4
199 91 今治 愛媛県 四国 今治（愛媛） 今治市、越智郡（上島町） 173,615 50,632 29.2
200 155 桐生 群馬県 関東 桐生（群馬） 桐生市、みどり市 173,482 45,967 26.5
201 176 出雲 島根県 中国 出雲（島根） 出雲市、斐川町 171,650 44,416 25.9
202 82 飯伊 長野県 中部 飯田（長野） 飯田市及び周辺部 170,731 50,560 29.6
203 108 有明 熊本県 九州・沖縄 玉名(熊本） 荒尾市、玉名市及び周辺部 168,522 48,416 28.7
204 268 菊池 熊本県 九州・沖縄 菊池(熊本） 菊池市、合志市及ぶ周辺部 167,883 36,999 22.0
205 88 肝属 鹿児島県 九州・沖縄 鹿屋（鹿児島） 鹿屋市、垂水市及び周辺部 164,427 48,078 29.2
206 106 北部 大分県 九州・沖縄 中津（大分） 中津市、豊後高田市、宇佐市 164,412 47,367 28.8
207 224 湖北 滋賀県 近畿 長浜（滋賀） 長浜市、米原市及び周辺部 164,337 39,206 23.9
208 133 南部 佐賀県 九州・沖縄 武雄（佐賀） 武雄市、鹿島市及び周辺部 162,666 44,390 27.3
209 92 飛騨 岐阜県 中部 高山（岐阜） 高山市、飛騨市及び周辺部 160,324 46,687 29.1
210 314 尾張中部 愛知県 中部 北名古屋（愛知） 清須市、北名古屋市及び周辺部 158,165 32,552 20.6
211 29 八幡浜・大洲 愛媛県 四国 八幡浜（愛媛） 八幡浜市、大洲市及び周辺部 158,127 52,951 33.5
212 305 湖東 滋賀県 近畿 彦根（滋賀） 彦根市及び周辺部 153,943 32,200 20.9
213 115 宮崎県北部 宮崎県 九州・沖縄 延岡（宮崎） 延岡市及び周辺部 153,004 43,645 28.5
214 325 甲賀 滋賀県 近畿 甲賀（滋賀） 甲賀市、湖南市 150,384 29,460 19.6
215 97 岩国 山口県 中国 岩国（山口） 岩国市、和木町 150,169 43,518 29.0
216 228 県南 福島県 東北 白河(福島） 白河市及び周辺部 150,089 35,524 23.7
217 225 宗像 福岡県 九州・沖縄 宗像（福岡） 宗像市、福津市 149,944 35,746 23.8
218 79 西北五地域 青森県 東北 五所川原（青森） 五所川原市、つがる市及び周辺部 148,209 44,167 29.8
219 36 南薩 鹿児島県 九州・沖縄 枕崎（鹿児島） 枕崎市、指宿市及び周辺部 147,278 48,370 32.8
220 75 県南 長崎県 九州・沖縄 島原(長崎） 島原市、雲仙市、南島原市 146,668 44,059 30.0


























222 120 八代 熊本県 九州・沖縄 八代(熊本） 八代市、氷川町 144,437 40,852 28.3
223 204 南丹 京都府 近畿 亀岡（京都） 亀岡市、南丹市、京丹波町 144,314 35,578 24.7
224 213 広島西 広島県 中国 大竹（広島） 大竹市、廿日市市 143,926 35,122 24.4
225 166 峡東 山梨県 関東 山梨（山梨） 山梨市、笛吹市、甲州市 143,466 37,510 26.1
226 77 淡路 兵庫県 近畿 淡路（兵庫） 洲本市、南あわじ市、淡路市 143,048 42,685 29.8
227 117 胆江 岩手県 東北 奥州（岩手） 奥州市、金ヶ崎町 142,132 40,434 28.4
228 48 大仙・仙北 秋田県 東北 大仙（秋田） 大仙市、仙北市、美郷町 139,394 44,385 31.8
229 157 八女・筑後 福岡県 九州・沖縄 八女（福岡） 八女市、筑後市及び周辺部 138,018 36,402 26.4
230 80 両磐 岩手県 東北 一関（岩手） 一関市及び周辺部 138,011 41,125 29.8
231 121 砺波 富山県 中部 砺波（富山） 砺波市、小矢部市、南砺市 137,674 38,937 28.3
232 67 能登中部 石川県 中部 七尾（石川） 七尾市、羽咋市及び周辺部 137,424 41,989 30.6
233 26 安房 千葉県 関東 館山（千葉） 館山市、鴨川市及び周辺部 135,417 46,218 34.1
234 112 田辺 和歌山県 近畿 田辺（和歌山） 御坊市及び周辺部 134,400 38,507 28.7
235 122 南部Ⅰ 徳島県 四国 小松島（徳島） 小松島市、阿南市及び周辺部 134,190 37,811 28.2
236 95 田川 福岡県 九州・沖縄 田川（福岡） 田川市及び周辺部 133,979 38,845 29.0
237 183 北部 佐賀県 九州・沖縄 唐津（佐賀） 唐津市、東松浦郡（玄海町） 133,731 34,328 25.7
238 90 三豊 香川県 四国 観音寺（香川） 観音寺市、三豊市 131,450 38,394 29.2
239 136 宇城 熊本県 九州・沖縄 宇土(熊本） 宇土市、宇城市及び周辺部 130,860 35,589 27.2
240 34 天草 熊本県 九州・沖縄 天草(熊本） 天草市、上天草市、苓北町 128,174 42,230 32.9
241 119 新川 富山県 中部 魚津（富山） 魚津市、黒部市及び周辺部 127,672 36,222 28.4
242 40 宇和島 愛媛県 四国 宇和島（愛媛） 宇和島市及び周辺部 123,258 40,006 32.5
243 114 川薩 鹿児島県 九州・沖縄 薩摩川内（鹿児島） 薩摩川内市、薩摩郡（さつま町） 122,777 35,044 28.5
244 266 東部 佐賀県 九州・沖縄 鳥栖（佐賀） 鳥栖市及び周辺部 121,477 26,836 22.1
245 107 奄美 鹿児島県 九州・沖縄 奄美（鹿児島） 奄美市及び周辺部 120,600 34,739 28.8
246 37 中空知 北海道 北海道 芦別（北海道） 芦別市、赤平市及び周辺部 120,547 39,513 32.8
247 45 大舘・鹿角 秋田県 東北 大館（秋田） 大館市、鹿角市、小坂町 118,728 38,254 32.2
248 212 渋川 群馬県 関東 渋川（群馬） 渋川市、榛東村、吉岡町 118,234 28,890 24.4
249 279 那賀 和歌山県 近畿 紀の川（和歌山） 紀の川市、岩出市 117,581 25,615 21.8
250 326 山城南 京都府 近畿 木津川（京都） 木津川市及び周辺部 113,841 22,237 19.5
251 99 由利本荘・にかほ 秋田県 東北 由利本荘（秋田） 由利本荘市、にかほ市 113,108 32,695 28.9
252 118 丹波 兵庫県 近畿 丹波（兵庫） 篠山市、丹波市 111,921 31,826 28.4
253 102 直方・鞍手 福岡県 九州・沖縄 直方（福岡） 直方市、宮若市及び周辺部 110,788 31,957 28.8
254 23 熱海伊東 静岡県 中部 熱海（静岡） 熱海市、伊東市 110,622 37,942 34.3
255 116 中部 鳥取県 中国 倉吉（鳥取） 倉吉市及び周辺部 108,938 31,031 28.5
256 130 秩父 埼玉県 関東 秩父（埼玉） 秩父市及び周辺部 108,780 29,908 27.5
257 143 西都児湯 宮崎県 九州・沖縄 西都（宮崎） 西都市及び周辺部 107,441 28,906 26.9
258 55 丹後 京都府 近畿 京丹後（京都） 宮津市、京丹後市及び周辺部 105,775 33,335 31.5
259 319 北部 沖縄県 九州・沖縄 名護（沖縄） 名護市及び周辺部 104,360 21,225 20.3
総人口10万人以上30万人未満の二次医療圏総人口合計（人） 22,949,570 構成比（％） 18.0
260 78 西部 大分県 九州・沖縄 日田（大分） 日田市及び周辺部 98,480 29,362 29.8
261 58 横手 秋田県 東北 横手（秋田） 横手市 97,733 30,545 31.3
262 21 備北 広島県 中国 三次（広島） 三次市、庄原市 97,090 33,358 34.4
263 193 藤岡 群馬県 関東 藤岡（群馬） 藤岡市、吉井町、上野村、神流町 96,423 24,410 25.3
264 66 球磨 熊本県 九州・沖縄 人吉(熊本） 人吉市及び周辺部 95,821 29,299 30.6
265 44 幡多 高知県 四国 土佐清水(高知） 宿毛市、土佐清水市及び周辺部 95,651 30,850 32.3
266 54 宮古 岩手県 東北 宮古（岩手） 宮古市及び周辺部 93,595 29,602 31.6
267 144 橋本 和歌山県 近畿 橋本（和歌山） 橋本市及び周辺部 93,559 25,152 26.9
268 94 北信 長野県 中部 飯山（長野） 中野市、飯山市及び周辺部 93,322 27,070 29.0
269 135 日向入郷 宮崎県 九州・沖縄 日向（宮崎） 日向市及び周辺部 92,449 25,159 27.2
270 84 出水 鹿児島県 九州・沖縄 出水（鹿児島） 阿久根市、出水市及び周辺部 91,695 27,027 29.5
271 35 能代・山本 秋田県 東北 能代（秋田） 能代市及び周辺部 90,800 29,856 32.9
272 69 気仙沼 宮城県 東北 気仙沼（宮城） 気仙沼市及び周辺部 90,600 27,573 30.4
273 177 宇摩 愛媛県 四国 四国中央（愛媛） 四国中央市 90,335 23,359 25.9
274 110 沼田 群馬県 関東 沼田（群馬） 沼田市及び周辺部 88,986 25,506 28.7
275 149 朝倉 福岡県 九州・沖縄 朝倉（福岡） 朝倉市及び周辺部 88,911 23,686 26.6
276 63 大川 香川県 四国 さぬき（香川） さぬき市、東かがわ市 87,744 27,000 30.8
277 104 上益城 熊本県 九州・沖縄 御船(熊本） 御船町、嘉島町及び周辺部 87,728 25,278 28.8
278 41 曽於 鹿児島県 九州・沖縄 曽於（鹿児島） 曽於市、志布志市及び周辺部 87,211 28,294 32.4
279 8 柳井 山口県 中国 柳井（山口） 柳井市及び周辺部 86,811 31,179 35.9
280 60 浜田 島根県 中国 浜田（島根） 浜田市、江津市 86,036 26,703 31.0
281 98 鹿本 熊本県 九州・沖縄 山鹿(熊本） 山鹿市、植木町 85,721 24,779 28.9
282 96 最上 山形県 東北 新庄（山形) 新庄市及び周辺部 85,595 24,809 29.0
283 89 県北 長崎県 九州・沖縄 平戸(長崎） 平戸市、松浦市及び周辺部 85,263 24,924 29.2
284 125 登米 宮城県 東北 登米（宮城） 登米市 84,198 23,535 28.0
285 87 東部Ⅱ 徳島県 四国 吉野川（徳島） 吉野川市、阿波市 83,590 24,514 29.3
286 56 南和 奈良県 近畿 五條（奈良） 五條市及び周辺部 82,951 26,030 31.4
287 255 根室 北海道 北海道 根室（北海道） 根室市及び周辺部 80,998 18,333 22.6
288 17 東紀州 三重県 中部 尾鷲（三重） 尾鷲市、熊野市及び周辺部 80,512 27,938 34.7
289 123 有田 和歌山県 近畿 有田（和歌山） 有田市及び周辺部 79,792 22,432 28.1
290 169 下北地域 青森県 東北 むつ（青森） むつ市及び周辺部 79,685 20,759 26.1
291 51 西諸 宮崎県 九州・沖縄 小林（宮崎） 小林市、えびの市及び周辺部 78,876 25,038 31.7
292 42 日南串間 宮崎県 九州・沖縄 日南（宮崎） 日南市、串間市及び周辺部 78,553 25,430 32.4
293 100 富岡 群馬県 関東 富岡（群馬） 富岡市、下仁田町、南牧村、甘楽町 78,210 22,592 28.9
294 174 西部 佐賀県 九州・沖縄 伊万里（佐賀） 伊万里市、西松浦郡（有田町） 77,409 20,064 25.9






























296 147 日高 北海道 北海道 日高（北海道） 日高町及び周辺部 76,679 20,569 26.8
297 2 能登北部 石川県 中部 輪島（石川） 輪島市、珠洲市及び周辺部 76,297 29,428 38.6
298 49 南部 大分県 九州・沖縄 佐伯（大分） 佐伯市 75,752 24,095 31.8
299 43 栗原 宮城県 東北 栗原（宮城） 栗原市 75,112 24,254 32.3
300 20 新宮 和歌山県 近畿 新宮（和歌山） 新宮市及び周辺部 74,255 25,574 34.4
301 9 賀茂 静岡県 中部 下田（静岡） 下田市及び周辺部 73,831 26,244 35.5
302 47 湯沢・雄勝 秋田県 東北 湯沢（秋田） 湯沢市、羽後町、東成瀬村 71,556 22,824 31.9
303 39 気仙 岩手県 東北 大船渡（岩手） 大船渡市、陸前高田市、住田町 71,163 23,209 32.6
304 59 上川北部 北海道 北海道 名寄（北海道） 士別市、名寄市及び周辺部 70,845 22,105 31.2
305 167 宗谷 北海道 北海道 稚内（北海道） 稚内市及び周辺部 70,346 18,363 26.1
306 19 高梁・新見 岡山県 中国 高梁（岡山） 高梁市、新見市 69,801 24,053 34.5
307 50 阿蘇 熊本県 九州・沖縄 阿蘇(熊本） 阿蘇市及び周辺部 68,516 21,789 31.8
308 105 御坊 和歌山県 近畿 御坊（和歌山） 御坊市及び周辺部 67,435 19,429 28.8
309 32 益田 島根県 中国 益田（島根） 益田市及び周辺部 64,869 21,444 33.1
310 132 久慈 岩手県 東北 久慈（岩手） 久慈市及び周辺部 64,263 17,576 27.4
311 111 大北 長野県 中部 大町（長野） 大町市及び周辺部 63,976 18,334 28.7
312 3 豊肥 大分県 九州・沖縄 竹田（大分） 竹田市、豊後大野市 63,861 24,510 38.4
313 25 雲南 島根県 中国 雲南（島根） 雲南市及び周辺部 62,657 21,419 34.2
314 65 吾妻 群馬県 関東 中之条（群馬） 中之条町、長野原町及び周辺部 62,651 19,201 30.6
315 6 佐渡 新潟県 中部 佐渡（新潟） 佐渡市 62,332 22,677 36.4
316 13 高幡 高知県 四国 須崎(高知） 須崎市及び周辺部 62,198 21,834 35.1
317 76 奥越 福井県 中部 大野（福井） 大野市、勝山市 61,498 18,466 30.0
318 61 東三河北部 愛知県 中部 新城（愛知） 新城市及び周辺部 61,448 19,018 30.9
319 52 二戸 岩手県 東北 二戸（岩手） 二戸市及び周辺部 60,499 19,190 31.7
320 30 峡南 山梨県 関東 市川三郷町（山梨） 市川三郷町、増穂町及び周辺部 59,661 19,941 33.4
321 4 大田 島根県 中国 大田（島根） 大田市及び周辺部 59,620 21,931 36.8
322 15 萩 山口県 中国 萩（山口） 萩市、阿武町 57,619 20,135 34.9
323 62 留萌 北海道 北海道 留萌（北海道） 留萌市及び周辺部 57,032 17,620 30.9
324 27 釜石 岩手県 東北 釜石（岩手） 釜石市、大槌町 54,858 18,568 33.8
325 234 宮古 沖縄県 九州・沖縄 宮古島（沖縄） 宮古島市、多良間村 54,019 12,718 23.5
326 14 安芸 高知県 四国 室戸(高知） 室戸市、安芸市及び周辺部 53,745 18,812 35.0
327 343 八重山 沖縄県 九州・沖縄 石垣（沖縄） 石垣市、竹富町、与那国町 52,598 9,242 17.6
328 127 湖西 滋賀県 近畿 高島（滋賀） 高島市 52,170 14,543 27.9
329 24 芦北 熊本県 九州・沖縄 水俣(熊本） 水俣市及び周辺部 51,399 17,580 34.2
330 28 真庭 岡山県 中国 真庭（岡山） 真庭市、新庄村 49,599 16,703 33.7
331 18 西部Ⅱ 徳島県 四国 三好（徳島） 三好市、東みよし町 45,894 15,845 34.5
332 64 熊毛 鹿児島県 九州・沖縄 西之表（鹿児島） 西之表市及び周辺部 45,771 14,035 30.7
333 153 富良野 北海道 北海道 富良野（北海道） 富良野市及び周辺部 45,768 12,144 26.5
334 33 西部Ⅰ 徳島県 四国 美馬（徳島） 美馬市、つるぎ町 42,874 14,168 33.0
335 38 五島 長崎県 九州・沖縄 五島(長崎） 五島市 41,117 13,450 32.7
336 53 北渡島檜山 北海道 北海道 長万部（北海道） 八雲町、長万部町及び周辺部 40,672 12,891 31.7
337 7 北秋田 秋田県 東北 北秋田（秋田） 北秋田市、上小阿仁村 40,426 14,611 36.1
338 22 長門 山口県 中国 長門（山口） 長門市 38,500 13,207 34.3
339 11 北空知 北海道 北海道 深川（北海道） 深川市及び周辺部 36,453 12,837 35.2
340 126 対馬 長崎県 九州・沖縄 対馬(長崎） 対馬市 35,716 9,969 27.9
341 16 小豆 香川県 四国 小豆（香川） 小豆郡（土庄町、小豆島町） 31,268 10,925 34.9
342 10 木曽 長野県 中部 南木曽町（長野） 上松町、南木曽町及び周辺部 31,146 11,029 35.4
343 5 南会津 福島県 東北 下郷(福島） 下郷町及び周辺部 30,740 11,185 36.4
344 57 壱岐 長崎県 九州・沖縄 壱岐(長崎） 壱岐市 29,268 9,164 31.3
345 46 南檜山 北海道 北海道 江差（北海道） 江差町、上ノ国町及び周辺部 27,327 8,775 32.1
346 86 島しょ 東京都 関東 島しょ（東京） 大島町及び周辺部 27,309 8,040 29.4
347 31 上五島 長崎県 九州・沖縄 上五島(長崎） 新上五島町、小値賀町 25,467 8,492 33.3
348 1 南部Ⅱ 徳島県 四国 美波（徳島） 美波町、牟岐町、海陽町 23,936 9,261 38.7
349 12 隠岐 島根県 中国 隠岐（島根） 海士町、西ノ島町及び周辺部 22,077 7,774 35.2


























































③ アンケート用紙は 2-2 のとおり 









人口約 13 万人、高齢者約 2 万 5 千人弱、介護認定者 4,175 人（18 年 2 月現在）、13 校区、










表－1 をみるとおり、調査対象者 3427 人のうち、「とても健康」344 人（全体の 10％）、
「まあまあ健康」2006 人（全体の 58.5％）、「あまり健康でない」661 人（全体の 19.3％）、
「健康でない」208 人（全体の 6.1％）が健康についての全体像である。「とても健康」




























と 81.3％と約 10 ポイントの差であるが、＜健康でない人＞においては各々63.0％






















健康な人で 67.8％だから 3 人に 2 人、健康でない人で 32.2％だから 3 人に 1 人。「2





け、健康でない人は 1 割強にすぎない。 
 



































表－3 各校区ごと「とても健康」および「健康でない」と答えた人の社会的活動項目比較  
 
（３）住民リーダーとのインタビューを通じた考察 
激変する経済社会の中から、人類は生活の質、とりわけ健康と＜いきがい＞ヘの欲求を
高め、よりよき人生への関心を高めつつあり、この動向こそ、文化経済学を学問として成
立させる原動力であることが示されているが、その視座から高齢者の健康学習における文
化的活動を評価した時、彼等は芸術文化の世界に関わったことによって、触発される「生
活の質を高めよう」という欲求が極めて高まることがインタビューからも判明した。未来
いきいき劇団の脚本と演出を担う徳永武久（85 歳）は、高齢者の演劇活動という実演文
化が健康づくりにおよぼす効果として、次の 3 点をあげている。①脚本の台詞を覚えるこ
とや演技を通して、積極的に自らの身体をつかい頭をつかうこと（芝居の稽古開始時は「こ
んなに年をとっては台詞を覚えることはとても無理」との反応が、「何日まで覚えてきて
くれ」と要請すると必ず覚えてくるという）、②脳の活性化に役立つ（芝居には、自分の
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台詞の前後には他の人の台詞があるのでそれもつかまなければならない。状況把握である。
それが人生経験豊かさから想像の翼をさらに拡げるのか脚本にある台詞以上のものをい
う人が沢山でてきて、あたかも国民的人気を博したＴＶドラマ「おしん」で脚本にあった
台詞「とうちゃん」の一言が、想い余ってその連呼ぶりがブームに至る類いのもので芝居
は脳を揺り動かすのだという）、③出演して拍手をもらう感激性（上演後「はまりました」
と涙を流す人が多い。高齢者がゲートボールをやったところで、これだけ一生懸命に取り
組むことはないのになぜ演劇は人を一生懸命にさせるのか？ 演劇はその人のこれ以上で
もない、これ以下でもないその人の持っている全てが演技を通じて表現された形の上で人
と接するためではないか、と分析する）。そうした結果、演劇をすることで人生が広がっ
ていっていることを実感するのだと語るのである。「『価値』とは、生命と生活を持続的に
発展させる何らかの力量を表現している。それは、常に、二重の性質をもっていて、素材
の特性を活かして生命と生活を発達させうる財やサービスを生産し供給する基本的な価
値とは『固有価値』であり、副次的な価値とは『有効価値』である」と、ラスキンは定義
づけた。とすればこれまで取り上げてきた演劇という実演文化は健康、「いきがい」とい
う「生活の質」をサポートする固有価値そのものと評価できようか。 
さらに言及すれば、センはこれまでの経済学は「人間は、他人の人生との対比で、自分
の人生を評価しようとするメンタルな活動をしているのに、人間が自分自身の評価を行お
うとする場合に考慮するはずの問題、つまり幸福とは何かという問題を避けようとして、
解明しようとしないことである」と指摘しているが、当劇団の主役かつ新老人の会熊本支
部世話人の小山和作医師は健康づくりの演劇活動について「人間は、人から見られること
が大事で、見られなくなると自らの存在を確認できなくなり孤独に陥り死に至る。その点、
舞台に立って拍手をあびることは人生にとって革命的な出来事となり、自己変革の最たる
ものになる。舞台で鬘をかぶり化粧すれば素人ですら、態度や言葉つきがその気になるよ
うに人は非日常なことで変革する。そうした経験を通して相当な努力をするから教養も身
につき、別の人生も歩めていく。さらに演劇には主義主張があるから、そうしたものの見
方を通じて世代間交流もすすむ」と力説する。経済学が「人生のいきがい」や「進路の選
択」と不可分の関係にある社会科学であることを論証したセンの指摘どおり、芸術への欲
求は社会における生存権の確立への欲求と分かちがたく結びついており、芸術から人生へ
の反省を獲得しようとする人々の考え方と一体のものと理解できる。演劇による健康学習
論の実践は、今日多くの地域で高齢者演劇集団の誕生やそれらの交流活動に拡がっている。 
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